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ここ数年、生物多様性という言葉が頻繁に語られるようになった [1]。もともとこの語は

生態学に由来する専門用語である。自然状態に近い森林を思い浮かべてみる。いく種類か

の丈の高い樹木があり、その下に丈の低い灌木がいく種類も生い茂っている。巨木の下は、

日当たりが悪いので湿潤性の草が何種類も茂っていて、そのなかには多くの虫が生息して

いる。こうした生態系は、さまざまな環境変動に対して、維持能力が高いことがわかって

いる。生息する虫の種類が少々代わっても、少し平衡点がずれただけでシステムは維持さ

れる。また害虫によって特定の巨木が枯れても、別種の巨木が生き残っていれば、その本

数が増えてシステムは維持される。こうした系での種は、相互に共生関係にある。  

逆に系の均質化の度合いが高いと、わずかの変化に対して一挙に全体の均衡が崩れて、

激変が起きてしまうことも良く知られている。均質さの高い土地の典型が、耕作地である。

農地で同じ作物を何年か続けて作っていると、作物に病気が出やすくなる。しかも一挙に

耕作地全域に広がる。そこで大量に農薬を使うことになる。だがそれによってさまざまな

地中微生物も除去されるので、ますます均質化が進む。  

 生態系には、珍しい種の生息する系が多々ある。そのなかには絶命危惧種に指定されて

いるものがある。かりにこの種が絶滅しても、生態系そのものは維持される。この場合に

は、生態系の持続可能性はあるが、生物多様性は必ずしも維持されてはいない。持続可能

性と生物多様性の維持は、すでに地球サミットの国連・環境と開発に関する世界委員会

(1992 年 )で提起されており、日本ではその翌年に批准されている。そしてこれらは環境保

護の二つの大きな指針ともなっている。だが実際のところ、生物多様性の維持の方が、持

続可能性よりはるかに困難な目標であり、広範な要因にかかわる課題でもある。それ以上

にきわめて曖昧な課題でもある。  

生態系の持続可能性には、一定度の多様性が含まれていた方が優位かつ有利であること

には間違いないにしても、必要条件と言えるほど強い関係ではない。つまり生物多様性の

維持に関して、個々の系においてどの程度の多様性が維持されるべきなのかは、実際のと

ころほとんど確定しようがない。日本の植林された針葉樹林の場合、多様性の度合いは自

然林に比べれば低い。だが自然林の多様性は、本当に多様性の指標になるのか、という疑

問は残る。というのも自然状態で一般に特定優先種だけが支配的になることは、系の本性

だからである。放置すれば、草原のシカは際限なく増え、なんらかの理由で紛れ込んだ強

い外来種は、またたくまに特定の生態系を占拠する。  

自然生態系は、ほとんどの場合多様性を増大させる方向には向かってはいない。もちろ

んこうした生物多様性には、多変数的な環境要因を含めて考察しなければならない。環境
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要因を含んだ生態系の多様性を、生態多様性と呼んでおく。実際、サウジ＝アラビアの生

態多様性とアラスカの生態多様性、赤道直下の生態多様性が、多様性の維持に関して同じ

システムの仕組みで扱うことは直感的に困難だと思われる。同じ多様性の尺度を使うこと

ができるかどうかも不明である。環境問題が、最終的には「人間問題」である以上、人間

の生存に必要とされる多様性の度合いを決めることができれば、「対応可能性の方向性」が

出てくるはずである。ところがそれを確定することはほとんど困難である。ここにはおそ

らく、多様性をめぐる多くの典型的な疑問が含まれている。生態多様性の維持に関して、

個々の生態系に対して、どう対応したら対応したことになるのかは、直感的に見て漠然と

しすぎている。言葉での意味は理解できるが、事柄が理解できない。あるいは意味の理解

が、行為による対応可能性につながらない。この場合、生物多様性をめぐる議論は、しば

しば争点を誤って設定される可能性が出てくる。ここにこの問題のやっかいさがある。  

 

 

1 生物多様性  

 ある生息地の多様性の度合いを計量化してみる。生息地①には、A,B,C,D,E の 5 種の生

物が生息しており、隣接する生息地②には、A,E,F,G,H の 5 種の生物が生息しているとする。

このときモデル的に、3 種類の多様性の指標を設定することができる。各生息地多様度 5、

生息地横断多様度 8、生息地間多様度 1.6 となる。最後の生息地間多様度は、生息地の間

の隔たりの度合いのことであり、横断多様度を分子とし、各生息地の多様度を分母とする

[2]。いま生息地①に、強力な外来種 I が入り込み、ここでの生物種が A,I の二つだけにな

った場面を想定する。すると生息地多様度は、①が 2、②が 5、横断多様度は 6、生息地間

多様度は、①でみたとき 3、②でみたとき 1.2 であり、この数値は外来種の進入による相

対的格差が一時的に広がる場面を示している。この外来種が生息地②にも入り込み、生息

地②の生物種が A と I だけになった場面では、横断多様度は 2、生息地間多様度は 1 とな

り、大幅に均質化した場面になっている。  

 これらの数値は指標でしかない。だがそのことの内在的理由は、確認しておいたほうが

よいと思われる。まずスケールの問題がある。数え上げられている生物種は、人間の日常

生活上での知覚をつうじて判別されているものである。ここには当然ながら、細菌やバク

テリアの種数は算定されない。階層的に区分される生命水準そのものは、同じような生活

資源を活用する集団が切り取られて成立する。これは分類単位とは一致しない。階層関係

が一定であるとは、個々の生物にとって生息環境が一定であることを含む。つまり比較的

安定した環境条件のもとでしか成立しない指標である。種数の変動する場合には、生息地

そのものの境界が変わることがあり、そのため算定しておかなければならない階層の幅が

変わることがある。  

 また空間的スケールは、生息地の範囲を決めている。とするとたとえば A,B,C,D,E の種

で、微妙な生息地の違いは当然含まれてしまう。ことに動物の場合は、種によって行動半

径が異なっているので、各種はそれじたいで領域形成する。一般に生息地を指定している

のは、観察者である人間であり、それは観察者による大まかな境界区分である。だが種ご

とに微妙な生息地をもつというのが、生態学の常識である。トキの主要な餌のひとつであ

るヤマアカガエルは、オタマジャクシからカエルになるときに森林の林床で暮らすことが
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知られており、オタマジャクシの住む水辺から半径 300 メートル以内に森林が十分な量存

在しないとヤマアカガエルの生活が成り立たないことがわかっている。同じカエルでも、

モリアオガエルは半径 1 キロ以内の森林量の割合が高いと繁殖率が高くなることがわかっ

ている。人間に近い生態系はまだ理解できる。海洋や深海は、いったいどの程度の生息地

を見積もればよいのかがほとんどが不明である。  

さらにスケールの問題のなかには、時間的スケールの問題がある。種数の算定がどの程

度の時間幅で行われたかである。算定のための観察が 1 日なのか 1 月なのか 1 年なのかは、

多様性の維持への対応可能性にいくぶんか効いてくる問題である。世界的な蟻の研究者で

あり、昆虫の社会生活についての大部の記録を残したエドワード・ウイルソンは、生物多

様性を守るためのアピールを『創造』という表題の著作で発表している。そのなかで以下

のような記述を行っている。「本来的な自然と非本来的な自然を区別するにはハードデータ

が必要というのであれば、熱帯雨林を考えるのがよいでしょう。その面積は、アメリカ合

衆国の地続きの四八州を合わせた面積にほぼ等しい大きさ、地球全地表の六%ほどに過ぎ

ないのですが、そこは陸上生物の多様性の中心拠点であり、現時点で知られている動植物

種の半数以上の種を擁しているのです。そこには、熱帯雨林で研究するすべてのナチュラ

リイストたちが知り、また語る通則があります。いま視野の中にいる動物あるいは植物種

に、あなたは同じ日にもう一度会うことはないし、翌週、あるいは翌年も会えない可能性

があるという通則です。それどころか、どんなに長くかつ熱心に探しても、二度と会うこ

とはないかもしれないのです。熱帯雨林は、そのような希少で発見の難しい生きものたち

の、膨大な数にのぼる種の生息地となっているのです。」 [3]。  

熱帯雨林での経験をもったことはないので、この記述をありうることだと理解する以外

にないように思える。おそらく誇張ではなく、事実に近いのだと思う。こうした環境内で

は、種数の算定が困難になっている。また生息地の範囲という領域設定も容易ではない。

生息地をどんどんと変更しながら生存する生物や、特定の地点には数ヶ月に 1 回の頻度で

しか登場しない生物もいるのかもしれない。最大の問題は、このような種の密集する地域

での知覚では、生態系に慣れていないことがある。おそらく最初の数ヶ月では、発見に継

ぐ発見のはずだが、それは当初多くの生物を見落としているからである。しかしこれでは

種数の数え上げが容易ではない。  

生態系の回復の指標として、種の数ではなく、特定種の生息を暫定的な指標とすること

がある。人間の生息地に近くに森を作ろうとする場合、この森に生息する種数を目標値と

して決めるのではなく、コゲラが住む森にする、というように設定するのである。この場

合のコゲラを「指定種」と呼ぶ。かりにコゲラが住むような森になれば、およそ何種類の

小鳥が住めるかを推定することはできる。  

また生息地内の種の変化の問題もある。進化論的にみると、ダーウィンの生態系の設定

では、生物である限り、二つの条件を満たすことが必要である。第一に各個体は生き延び

ることができる以上の子供を生む。第二に生まれた子供は、すべて少しずつ違いがある。

いずれも観察可能な事実だが、一般化するとある種のシステム的な原理となる。つまりこ

れらはダーウィン進化論からみた、生命の定義なのである。この二つの定義から個体集団

を考えると、何世代か経るうちに、この個体集団の平均的形質は変わっていく。この集団

の生息する環境により適合的なものは、おのずと生き残り、そうでないものはおのずと子
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孫を残すことができず、小数になっていく。ダーウィンは、こうした環境適応の仕組みで、

種の平均的形質は変化していき、十分な世代を経た後には、出発点での平均的形質と異な

る個体集団が形成されていくと考えていた。これが自然選択をつうじた進化と呼ばれるも

のである。今日的に言えば、個体集団の平均形質は、自然選択というある種の自己組織化

の仕組みを用いて、自動的に変わっていくのである。  

ところで個体集団の多様度で見ると、環境に大きな変化なければ、その環境に適したも

のの生存頻度は増えるはずである。とするとダーウィンの自然選択の仕組みは、特定形質

を集団全域に広め、確定していくように働くはずである。つまり自然選択は均一性の増大

の方向に働き、特定形質を固定するように機能するが、集団の多様度を増大させるような

創発の仕組みとは、相容れない。自然選択は、一般に創発を含めた個体集団の多様性を増

大させることとは逆行する働きをする [4]。これは個体発生時の遺伝子の偶然的条件を付け

足し考慮しても、事態ほぼ同じである。遺伝子のランダムな変化は、変異の幅が小さく、

兄弟間に見られるほどの一般的な変異幅にとどまる限り、環境適応によって支配的な個体

群が決まっていく。遺伝子の変異幅が大きければすでに生態環境を支配的に利用している

動物に抗して新たな優先種となるのは、気の遠くなるほどの偶然に恵まれなければならな

いであろう。少なくても変化した遺伝子に相当する形質の変化に見合うように、近接する

形質が都合よく変化してくれなければならない。足の骨だけ長くなり、関節や靭帯が変化

しないままであれば、生存可能性はむしろ小さくなる。遺伝子の偶然的な変化に対応して

周辺の形質が連動して変化することは、それじたいは偶然的変化ではない。  

ダーウィンが『種の起源』の議論に活用したのは、ガラパゴス諸島のフィンチの嘴のよ

うに、島ごとに微妙に形質が異なっていく事実である。これは島ごとに生存環境に違いが

あり、それぞれの環境に適したものは、固定されていくという事実と、環境が異なれば、

それに適応するものの形質が異なっていくという事実を含む。とするとこうした仕組みで

生物多様性がもたらされるのは、環境側の変化要因であることになる。自然選択は、一般

に、ここでも多数者の形質を固定する側に働く。  

 生態学的事実として、自然状態が維持されれば、生物多様性が維持されるということは、

ありえないことである。一面コスモスの植えられた畑と雑草が生い茂った草地とでは、草

地の方が多様性が高いというような指摘が時としてなされる。だが雑草の草地も放置すれ

ばまたたくまに均質化する。つまりまさに人間が介在することによって、均質化が進むと

いうのではない。  

北海道のエゾジカには伝説のようなエピソードがある。19 世紀の終わりごろの北海道の

豪雪で、エゾジカは一時絶滅寸前まで激減する。エゾジカを餌にしていたエゾオオカミは

エゾジカに代えて開拓団の馬を襲うようになり、ストリキニーネによる薬殺と捕獲奨励金

が付いたことで、またたくまに絶滅した。頭数の減ったエゾジカは、禁猟となり、ごく少

数のまま生きながらえる。20 世紀の 70 年代に回復基調になったエゾジカは、保護政策の

もと、保護の上限が決められていなかったことによって、またたくまに北海道全域を生息

地とするような増大を示している。  

 この場合、できるだけエゾジカに対しては人間の手の及ばないように保護政策がとられ

ている。だがこのことによって部分的に草地が消滅するほどエゾジカは増大している。個

体密度が増大すると、現にある餌を可能な限り食べておこうという資源の利用方法が支配
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的になる。この水準では、エゾジカは必要な量を食べるのではなく、餌があるだけ食べよ

うとする。私もかつて小さなヒヨコを、50 匹ほど狭い檻で飼っていたことがある。個体密

度は各個体にとって窮屈なほどである。このときヒヨコは次に餌にありつける保証はない

のだから、食べたいだけ食べるのではなく、あるだけ食べようとして、喉に餌をつまらせ

て数匹死んだ。一時的に豊富な資源を一挙に使い尽くそうとして、繁殖力を高める r 淘汰

の適応戦略の一部に見られる振る舞いである。だがこのことによって、生態環境は均質化

する。 r 淘汰は個体密度増大による競争の強化をつうじて、個体集団の均質化を進めると

同時に、環境を均質に活用する方向へとドライブをかける [5]。焼畑の後に雨が降ると特定

種の植物が一挙に芽吹き、それを活用するためにバッタが繁殖率を高めて増大する。環境

の均質化は、 r 淘汰をつうじて個体の特定化を招き、均質化は相乗効果的に進行する。こ

のとき繁殖は低年齢化し、もっとも極端な場合には生まれる以前の母体の中にいる状態で

すでに自分の子供を宿しているような昆虫が出現する。  

 ところで里山という語は、すでにそのまま英語になっている。里山とは、人里に近い森

林と、その周囲にあるため池や田んぼのような景観のことである。ヨーロッパの多くの森

林に比べても、多様性の度合いが高い。それは基本的には、肥料や燃料のために定期的に

雑木林の木を切ったり、落ち葉を集めたり、下草を刈ったりしているからである。つまり

人間生活に即した人間による撹乱要因が、里山の多様度を維持している。一般的には競争

による排除の抑制が、こうした撹乱によってもたらされていることになる。一定頻度の撹

乱要因があったほうが、生態多様性が維持されやすいことは事実である。サンゴ礁は、多

くの微生物から多種の魚まで、多くの生物の住処を提供していると言われている。サンゴ

礁の生態系は一年のなかで何度かの台風や低気圧による大雨で撹乱され、生態系の隙間 (ニ

ッチ )がリセットされることによる。生態多様性の維持のためには、その系に内在しない要

因での一定頻度の撹乱が必要である。こうした撹乱要因が、人間の生活のかたちで組み込

まれているのが、里山である。  

 生物多様性のシステムの必要条件について考えてみる。  

(1)自然生態系は、おのずと均質化する傾向をもつ以上、競争排除の抑制の設定が必要であ

る。ここにはいくつもの小さな仕組みが必要となる。外来種で強力すぎるものへの対応、

生息地の規定種 (巨木 )を複数化すること等である。とりわけ特定種の密度増大は、均質化

の速度を変え、モードを変える。そこには臨界点と呼ぶべきものがあると予想される。  

(2)個々の生息地には、いくつもの隙間 (ニッチ )が必要である。隣接する生息地が、少しず

つ条件を変えてモザイク状に配置ざれるように、条件の異なる生息地の設定が必要となる。

たとえば森林の規定種は、そのもとに潅木が育ち、潅木の下には雑草が生え、そこに多く

の昆虫や微生物が住まうような系を支える種である。この規定種を異にするようないくつ

かの異なる生態系を設置してみる。ちなみに新種の出現と安定は、10 万年から 100 万年単

位の出来事だろうと予想されている。アフリカのシクリッド湖のように 50 年程度で新種が

出現するのは極端な例外であり、それはニッチが多いことに由来している。ただしこの場

合には、住み分け分化に近い。種の出現は、人間の文明の変動からみて、オーダーが異な

り過ぎる。  

(3)各生息地に、複雑性の増大を図るような要因を組み込めるデザインを設計する。これは

既存の生息種にとっては系の撹乱要因となるが、各種が新たな生存可能性を見出すことに
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つながる。海岸近くに入り組んだ隙間の多いブロックを埋め込むだけでも生存領域は変わ

る。このデザインは時として大掛かりなものになることがある。磯焼けに近い漁場の均質

化は、元を辿ると微生物や有機化合物の均質化に由来することが多い。川を通って流れ出

る水の水質が貧困化しているのである。磯焼けは、沿岸海域だけの問題ではなく、川の上

流の森林が維持されていないことにも依存している。  

(4)絶滅危惧種には、固有で詳細な対応が必要である。ひとたび絶滅してしまえば、現状で

は人為的に新たに作り出す手順はないのだから、少々のコストは測定誤差の範囲に入る。  

 

 

2 何が争点なのか  

 生態系が人間にもたらす恩恵の総体を、生態系サーヴィスという。一般にそこには四つ

のサーヴィスがあると言われている。(1)食料や燃料などの資源を供給するサーヴィス、(2)

水の浄化や災害保全などの調整的サーヴィス、(3)喜びや楽しみのような精神的充足をあた

えてくえる文化的サーヴィス、(4)第一次生産や生物間の関係を支える基盤的サーヴィスの

四種である。 (4)は、 (1)、 (2)、 (3)を支えるための仕組みに関わっていて、直接的なサーヴ

ィスとは異なる。また (3)は、文化的な相対差が大きいと予想される。それでも人間が生態

系から恩恵を受け取っているという事実は、おそらくよほど強硬な議論を持ち出しても、

否定できそうにない [6]。  

 するとサーヴィスを受け取る以上、誰が誰にどのように支払いをするのか、という問題

が生じる。またそれはどの程度の対価なのかという問題が生じる。これらは生態系サーヴ

ィスへの支払いのコスト負担と負担割合のさまざまな問題をめぐってなされる協議であっ

て、直接的には生態多様性の維持とは別の問題である。ただしコストを抑え、資源を維持

するという点で生物多様性の維持につながる。そこには自然は有料であるという確固とし

た確信がある。  

 たとえば開発途上国では資源を活用する技術も必要もなく、利用するための技術を設定

する資金もないとする。それに対して先進国では、資金はあるが、資源はない場面を想定

する。すると生態系サーヴィスに対して、先進国は資源利用費、資源が枯渇しないように

するためのコスト負担が生じる。そしてここに国益、企業利益がからむのは避けられそう

にない。自国の取り分を最大にしようと競えば、何も決まらなくなるのは当然である。  

資源の価値は技術との相対関係でしか決まらない。石油精製の技術がなければ、石油は

ただの泥水である。生物資源も、遺伝子を確保しておき、将来医薬品にもなるという可能

性はある。そこで世界で最も種数の多いと言われるグアテマラから、先進国が競って珍種、

奇種を自国に持ち帰るということが続いた。こうした動向は徹底したもので、微生物を含

んでいると思われる各地の土地さえ持ち帰ったのである。途上国がなんらかの対価を求め

ても、これらは商品ではなく、また市場で売買されているものでもない。つまり支払いの

仕組みがないのである。こうした場合には、資源持ち出し禁止の法を定めても、闇取引が

横行する。  

 2010 年 10 月に名古屋で行われた COP10 では、当初から今回もまとまりそうにないとい

う雰囲気が漂っていた [7]。それにも十分な理由があった。同年 7 月には、カナダ南東部の

モントリオールの国際会議場に各国交渉官が集められ、予備協議が行われている。COP10
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での決裂を避けたい日本政府が 5000 万円以上の費用を出費して急遽開催したのである。そ

してこの予備会議の様子から、名古屋での会議はほぼ失敗すると予想された。会議終了の

前日である 10 月 28 日の夕方での各部会での審議の進捗状況は、ほとんど何も合意できて

いない、というものであった。そのまま審議を続ければ、もはや何一つまとまらなくなる、

という漠然とした予感が広がった。最終日の 29 日朝 8 時から議長案の提案があり、各地域

代表が、呼び込まれて文書が手渡された。アフリカ以外の地域代表は 29 日午後 2 時には合

意、承認を告げた。その後アフリカ代表の委員 20－30 名程度が会議室に呼ばれ、ようやく

承認を告げた。そこから全体会合での文書の採択の手順となる。最終日夕方から行われた

文書採択の全体会合が終わったのは、翌 30 日の未明である。47 か条の文書を採択するの

だから、この程度の時間はかかる。京都議定書の場合も同じようなものだった。議長が、

なにが何でも取りまとめるという不退転の決意を示さない限り、このタイプの議定書を採

択することは難しい。文書が採択されたときには、議長である松本龍環境大臣をはじめと

して、3 週間におよぶ会議の参加者たちは、抱き合って喜びあったという。ただしこれだ

けの手間隙をかけても、ごくわずかの基本方針しか決められないのである。  

 COP10 の成果は、生物の利用や利益配分の枠組みを定める「名古屋議定書」と世界の生

態系保全目標である「愛知ターゲット」の二つからなる。名古屋議定書では、この議定書

発行以前の生物取得への利益配分は認めないこと、つまり過去に遡っての利益配分は認め

ないこと、先住民から聞いた薬効成分等についての知識にも発行後には利益配分を認める

こと、不正取得を監視、審査する機関を義務化することなどが明示された。愛知ターゲッ

トは、目標設定であり、「2020 年までに生態系が強靭で基礎的なサーヴィスを提供できる

ように、生物多様性の損失を食い止めるため、実効的かつ緊急の行動を起こす」という主

文にまとめられている。保護地域については、陸地 17％、海域 10％となった。生息地の損

失スピードを半減させることや、絶滅危惧種を保護し、状態の改善を確認している。  

 他方、生物多様性をめぐる企業側の対応は、迅速であり、対応可能性の幅も広い [8]。こ

こにはいくつもの理由がある。日本では想定しにくいことだが、欧米各国では各種 NPO や

NGO の監視が厳しく、三菱電機のアメリカ支社にはかつて全米の小学生から、「熱帯雨林

の森林を伐採しているような企業の製品は買いません」という手紙が届いたという。ここ

にはアメリカの NGO が裏で動いていたということであり、しかも企業連合の菱形のロゴ

マークが同じなので、三菱商事と三菱電機を取り違えていたらしいのである。ここまでく

ればほぼなんでもありだと考えてよい。ちなみにアメリカの NPO のシー・シェパードは、

日本の捕鯨調査船を妨害することで有名だが、あのような無法行為もよほどの支援者と支

援金がなければ、自前の船で南極近くまで出向くことはできないはずである。  

もうひとつの企業対応の大きな理由は、比較的小額のコストで、生物多様性に配慮した

企業というイメージを作ることができる点である。これは同業他社との違いを作り出すた

めの宣伝コストだと考えればよい。しかも社会貢献を含むのだから、企業イメージの刷新

にも役立つ。場合によっては少し大規模な開発も手がけることができる。トヨタは世界で

100 国程度に工場をもつ世界企業だが、フィリッピンにもトランス工場を置いている。フ

ィリッピンはかつて国土の 70％が森林だったが、現在は 18％ほどに縮小している。そこで

国の要望でもある植林に、トヨタは 6 年間で 3 億 5 千万年を出資しており、2010 年 9 月に

は第二期植林活動の調印を行っている。アメリカの野球場に宣伝用の看板を出すことを考
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えれば、極端に安いのである。しかも将来的にはフィリッピン国民の生活向上は、間接的

に車の購買力上昇に貢献する。  

また「札幌ドーム」の周辺には、人工の広大な里山がある。これは大成建設が清水建設

と組み、札幌ドーム建設にさいして、「敷地内の生物種の数を建築前よりも増やし、自然の

質を高めて市民に利益還元する」という札幌市のコンペでの宣言が功を奏して、受注した

成果であり結果である。用地となる農業試験場の跡地は、羊が丘と呼ばれ、市民の散歩コ

ースになっていたため、札幌ドーム建設のさいには反対運動が起きていた。そこで生物多

様性緑地の提供をプレミアムとして、建設の受注に成功したのである。つまり企業は、生

物多様性が付加価値として活用できることをすでに確認しているのである。  

 生物多様性に関連する企業の活動は、いくつかのタイプに分けることができる。  

(1)生物多様性の維持を、企業活動の付加価値だとすると、生物多様性は活用できれば活用

したほうがよいビジネス・チャンスとなる。このタイプに属する活動は際限なくあり、大

手企業は競うようにして、自前のガイドラインを発表している。たとえば大和ハウス工業

は、「生物多様性宣言」を策定し、「生態系に配慮した活動に努め、人と自然が『共創共生』

する社会の持続可能な発展に貢献する」というような基本理念と、5 項目の行動指針を発

表している。この生物多様性の維持にかかわる経済規模は、実は小さなものであり、本業

での利益を圧迫しない範囲にとどまることが普通である。  

(2)再生可能性を保障したさまざまな認証制度が形成されている。森林木材では、生態系に

配慮したことを認証する世界的な制度 (FSC と PEFC)がある。日本のように樹木を伐採する

とそれに見合うだけの苗を植えるような林業は、世界では例外中の例外であり、多くは伐

採すれば自然生育を待つだけである。そこで再生可能性が保障されるような林業の仕組み

から購入されたことを示す認証制度が、発達することになった。認証された木材を用いて

いるということは、その会社の製品が生態系維持に関してブランド品であることを示して

いる。いわば相対的な価値の違いを作るために、企業はこうしたブランド品を活用するこ

とができる。認証されていない木材を用いているからといって、別段処罰の対象になるわ

けではない。製品は安くてよいものであったほうが良い。認証制度の保証を得た資材を用

いることは、ある意味での保険である。保険のかかった製品を用いているので大丈夫だと

いう発想に近いのだろうと思われる。生物多様性ブランドは、単品でもすでに成立してい

る。人気商品としてプレミアムとなっているものがある。兵庫県豊岡市の「コウノトリを

育むお米」、新潟県佐渡市の「朱鷺と暮らす郷づくり認証米」、宮城県田尻町の「ふゆみず

たんぼ米」はすでに有名ブランドである。  

(3)企業活動の環境負荷への評価を自前で行い、こうした評価を行うことで、みずからの活

動の正当性をあらかじめ確保することができる。すなわち事前に十分に配慮された企画で

あることを社会的意義として強調し、データとして示すことができる。横浜市瀬上沢の里

山開発に先駆けて東急建設は、「ハビタット評価手続きを」を実施している。現状の瀬上沢

の「生息環境の価値」を 100 とし、ゲンジボタル等の指標種を 4 種選んで数量化するので

ある。東急建設の事業計画では、ホタルの生息環境価値は 65%に低下するが、生態系に配

慮しない系では 35%程度に低下する。また東急建設が撤退し、地元業者が虫食い状に開発

を行った場合には、ヤマアカガエルの生息環境価値が 17%に低下すると算定している。数

字はいつの時代も、魔力である。評価は、東急建設の相対的有効性を明確に示している。
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こうした数値を少しでも改善するために事業計画の一部を変更することもできる。計画そ

のものに手を入れるさいの指針ともなるのである。  

(4)大規模開発を行うさい、そこで消滅した生態多様性を、別の地域で代替的に確保するバ

ーター取引のようなやり方がある。「オフセット」と呼ばれるもので、かりに一つの森林を

つぶしてしまえば、別の箇所に森林に相当するものを作る作業を、ワンセットとするので

ある。生態多様性は、総量としては維持されているが、開発する面積はある意味で 2 倍に

なり、コストは一地域の開発の場合から見て微増である。というのもつぶしてしまう森林

の木を土ごと他地域に移すからである。代替用地を確保し、ストックしておく生物多様性

バンキングも、アメリカでは成立しているようである。代替用地の取引を行うブローカも

存在する。オフセットは派生的に、新しいビジネスを生み出している。  

 こうしてみると、ビジネス化できるものは徹底的にビジネス化するという基本的な流れ

のなかで、生物多様性もビジネス・チャンスとなっている。そのことが同時に間接的に生

態多様性の維持に貢献するのであれば、それを止める理由は別段ないように思われる。経

済規模としてはいまだ小さなものである。だが、小さなコストで配慮の仕方さえ変えれば、

生態多様性の維持には、多くの回路と価値を見出せるようである。  

 

 

 

 

注  

[1]膨大な文献があるため、入門書から専門性の高いものまで、選択的に列挙してみる。鷲

谷いづみ『＜生物多様性＞入門』(岩波書店、2010 年 )、井田徹治『生物多様性とは何か』
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